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第１編 総 則 
 

第１章 計画の策定 
 

第１節 計画の概要 

 

１ 計画の目的 

本計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づき、志木市

防災会議（以下「市防災会議」という。）が作成する計画であって、志木市の地域に係る防

災に関し、災害予防、災害応急対策及び災害復旧・復興にいたる一連の災害対策を実施す

るに当たり、防災関係各機関の全機能を有効に発揮して、市民の生命、身体及び財産を災

害から保護することを目的とする。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、本市の地域に係る防災に関し、市の処理すべき事務又は業務を中心として、

防災関係機関が処理する事務又は業務を包含する基本的かつ総合的な計画である。 

本計画は、本市及び防災関係機関の防災に関する責任を明確にするとともに、各機関の

事務又は業務を有機的に結合する計画である。 

本計画は、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）に基づき埼玉県知事が実施する災害救

助事務のうち、同法第 30 条の規定に基づき市長に委任された場合の計画又は同法適用前の

救助に関する計画及び水防法（昭和 24 年法律第 193 号）に基づき、本市が定める水防計画

等の防災に関する各種の計画を包含する総合的計画である。 

 

３ 計画の構成 

本計画は、本市における災害に対処するための基本的かつ総合的な計画として策定する

ものであり、計画の構成は次に示すとおりである。 
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■志木市地域防災計画の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

志木市地域防災計画 

第１章 計画の策定 

第２編 震災対策 

第１編 総  則 

第２章 防災関係各機関の処理すべき事務又は
業務の大綱 

第３章 市民、自主防災組織・自警消防隊 
及び事業所の基本的役割 

第４章 志木市の防災環境 

第３章 震災応急対策計画 

第４章 震災復旧・復興計画 

第５章 南海トラフ地震臨時情報発表に伴う対応措置 

第１章 震災対策の総則 

第２章 震災予防計画 

第６章 火山噴火降灰対策 

第７章 最悪事態（シビアコンディション）への対応 

資料編 

第３編 風水害対策

第４編 事故災害対策 

第１章 風水害対策の総則 
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第４章 風水害復旧・復興計画 

第５章 突風・竜巻等対策 

第６章 雪害対策 

第５編 複合災害対策 

第６編 広域応援 

第１章 事故災害対策の総則 

第２章 大規模事故災害への対応 
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４ 計画の運用 

（１）他計画との関係 

本計画は、本市の地域に係る防災に関し基本的かつ総合的な性格を有するものである

とともに、埼玉県地域防災計画と整合を図るものとする。 

 

     ■国、県及び市の防災会議及び防災計画の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画の効果的な推進 

市は、地域防災計画を効果的に推進するため、上位計画である埼玉県地域防災計画を

参考に、以下の事項に配慮するものとする。 

ア 自助、共助による取組の推進 

災害による人的被害、経済被害を軽減し、安心・安全を確保するためには、行政に

よる公助はもとより、個々人の自覚に根ざした自助、身近な地域コミュニティ等によ

る共助が重要である。個人や家庭、地域、企業、団体等社会のさまざまな主体が連携

して日常的に減災のための取組を進めていく。 

イ 男女共同参画をはじめとした多様な視点 

市は、多様な視点に配慮した防災対策を進めるため、市防災会議の委員に占める女

性の割合を高めるよう取り組むとともに、防災に関する政策・方針決定過程や災害現

場における女性及び多様な立場の代表者の参画を拡大するなど、男女共同参画をはじ

めとした多様な視点を踏まえた防災対策を推進していく。 

ウ 広域的な視点 

本市に隣接する市町との防災上の連携はもとより、都道府県にまたがる大規模災害

に対しては、本市と離れている市町村との連携の強化を図り、広域的な視点で防災対

策を推進していく。 

エ 人的ネットワークの強化 

市は、県、防災関係機関、協定締結団体及び自主防災組織等の地域コミュニティと、

発災時に迅速かつ確実に連絡が取り合えるよう、平素から顔の見える関係を築き、強

固な協力関係の下に防災対策を進める。 

オ デジタル化の推進 

効果的・効率的な防災対策を行うため、ＡＩ、ＩｏＴ、クラウドコンピューティン

グ技術、ＳＮＳの活用など、災害対応業務のデジタル化を推進する。デジタル化に当

たっては、災害対応に必要な情報項目等の標準化や、システム（ＳＩＰ４Ｄ等）を活

用したデータ収集・分析・加工・共有の体制整備を図る。 

 

＜国＞ 中 央 防 災 会 議 防 災 基 本 計 画 

＜埼玉県＞ 埼玉県防災会議 埼玉県地域防災計画 

＜志木市＞ 志木市防災会議 志木市地域防災計画  
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カ 計画の効果的推進に向けた取組 

市は、本計画を効果的に推進するため、次の点に留意して取組を進めるものとする。 

また、市は、地域防災計画推進のための財政負担、援助、指導の充実に最大限の努

力をし、さらに制度等の整備、改善等について検討、実施する。 
 

 計画に基づくマニュアル類の作成と訓練等を通じた職員への周知徹底 

 計画、マニュアル類の定期的な点検や検証 

 点検や訓練から得られた機関間の調整に必要な事項や教訓等の反映 

 

（３）計画の修正 

市防災会議は、地域にかかる社会情勢の変化並びに関連法令の改正及び県地域防災計

画等の修正に応じて、常に実情に沿った計画にするため、災対法第 42 条の規定によって、

随時必要があると認めたときは、速やかに修正する。 

 

（４）計画の習熟、周知徹底 

本市及び防災関係機関は、本計画の趣旨を尊重し、常に防災に関する調査研究及び教

育訓練を実施して本計画の習熟に努めるとともに、市の職員及び関係行政機関、関係公

共機関その他防災に関する重要な施設管理者に周知徹底させるとともに、特に必要と認

める事項については広く市民に対し周知徹底を図り、もって防災に寄与するよう努める

ものとする。 

 

（５）計画の用語 

本計画において、略して表記した用語の意味は、次のとおりである。 

①  災害対策本部  志木市災害対策本部 

② 地区本部    志木市地区災害対策本部 

③  本部長     志木市災害対策本部本部長 

④ 地域防災計画  志木市地域防災計画 

⑤  消防局     埼玉県南西部消防局 

⑥  消防署     埼玉県南西部消防局志木消防署 

⑦  地区医師会   朝霞地区医師会 

⑧ 災対法      災害対策基本法 

⑨ 激甚法     激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律 

⑩ 防災関係機関  指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関等 
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第２節 志木市総合振興計画との関係 

 

１  志木市総合振興計画の概要 

（１）計画の策定経緯 

本市は、昭和 45 年の市制施行以来、これまで４次にわたる総合振興計画を策定し、平

成 18 年度から平成 27 年度までを計画期間とする「第四次志木市総合振興計画・基本構

想」では、まちづくりの指針として「みんなで創る、みんなのふるさと、かがやく志木

市」を将来都市像に掲げ、都市基盤の整備や市民福祉の向上に努めてきた。 

平成 23 年 5 月に地方自治法が改正され、これまで市町村に義務づけられていた「基本

構想」の策定義務が撤廃されたが、本市では、計画的に位置づけた体系の中で、引き続

き、持続可能で未来に夢が持てるまちづくりを推進していくため、志木市将来ビジョン

（第五次志木市総合振興計画）を策定した。 

 

■まちの将来像のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画における施策の大綱 

本市は、まちの将来像を実現するため、まちづくりの基本的な考え方に従い、施策の

大綱を以下のように定めた。 

なお、防災に係る施策は、「４．未来を支えるまちづくり」の「４－４ 災害に強いま

ちづくり」に位置づけられている。 
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■施策の柱と基本的施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  志木市総合振興計画における防災施策 

本市の基本的施策の一つである「未来を支えるまちづくり」の防災面からの施策は、「災

害に強いまちづくり」と位置づけられ、次に示す 3つの柱から構成されている。 

 

■防災施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

■災害に強いまちづくりの実現に向けた主な事業と担当課 

 可搬式ポンプ整備事業（防災危機管理課） 

 雨水流出抑制対策事業（道路課） 

 排水機場維持管理事業（道路課） 

 赤野毛排水路整備事業（道路課） 

 排水施設維持管理事業（道路課） 

 水 害 対 策 事 業（防災危機管理課） 

 防災行政無線維持事業（防災危機管理課） 

 防 災意識の 啓発事業（防災危機管理課） 

 自主防災組織支援事業（防災危機管理課） 

 災 害 対 策 事 業（防災危機管理課） 

 防災用備蓄品等整備事業（防災危機管理課） 

 住宅の耐震化補助事業（建築開発課） 

 

４－４－２防 災 体 制 の 充 実 

４－４－１水 害 対 策 

４－４－３まちの防災機能の向上 

４－４災害に強いまちづくり 

４－２ 交通の利便性が高いまちづくり 

４－１ 都市基盤を生かしたまちづくり 

４－３ 安全で安心なまちづくり 

１ 市民力が生きるまちづくり 

４－４ 災害に強いまちづくり 

２ 市民を支える快適なまちづくり 

３ 活力と潤いのあるまちづくり 

４ 未来を支えるまちづくり 

５ 健全でわかりやすい行政運営 
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第２章 防災関係各機関の処理すべき事務 

又は業務の大綱 
 

第１節 志木市 

市は、基礎的な地方公共団体として、市の地域並びに市民の生命、身体及び財産を災害

から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、市の地域に係る防災に

関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。 

（災対法第 5 条第 1 項）  

【資料３．１】『災害時連絡窓口と電話番号（１）市の機関、施設等』参照 

 

＜災害予防対策＞ 

① 防災に関する組織の整備に関すること 

② 防災に関する訓練の実施に関すること 

③ 過去の災害から得られた教訓を伝承する活動の支援に関すること 

④ 防災に関する物資及び資機材の備蓄、整備及び点検に関すること 

⑤ 防災に関する施設及び設備の整備及び点検に関すること 

⑥ 防災に関する都市計画の推進等に関すること 

⑦ 広域一時滞在等に関する協定の締結に関すること 

⑧ 市民の防災力の向上に関すること 

⑨ その他、災害が発生した場合における災害応急対策の実施に支障となるべき状態

等の改善に関すること 

＜災害応急対策＞ 

① 情報の収集、伝達及び被害の調査に関すること 

② 警報の発令及び伝達並びに避難指示等に関すること 

③ 消防、水防その他の応急措置に関すること 

④ 被災者の救護、救助及び保護に関すること 

⑤ 広域一時滞在等に関すること 

⑥ 災害を受けた児童及び生徒の応急教育に関すること 

⑦ 施設及び設備の応急復旧に関すること 

⑧ 清掃、防疫その他の保健衛生措置に関すること 

⑨ 緊急輸送の確保に関すること 

⑩ 飲料水の供給活動の実施に関すること 

⑪ 水道被災施設の応急対応及び復旧活動の実施に関すること 

⑫ その他、災害の防ぎょ又は拡大防止のための措置に関すること 

＜災害復旧・復興＞ 

① 災害復旧・復興の基本方針の作成に関すること 

② 被災者、被災事業者の自立支援に関すること 

③ 公共土木施設の災害復旧に関すること 
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第２節 消防局（埼玉県南西部消防局） 

【資料３．１】『災害時連絡窓口と電話番号（２）消防機関』参照 

＜災害予防対策＞ 

① 地域の防災性向上対策に関すること 

② 出火防止対策に関すること 

③ 初期消火対策に関すること 

④ 火災の拡大防止対策に関すること 

⑤ 救急・救助対策に関すること 

⑥ 避難対策に関すること 

⑦ 消防施設、消防局体制の整備に関すること 

⑧ 防災都市づくりへの参画推進に関すること 

⑨ その他、災害が発生した場合における災害応急対策の実施に支障となるべき状態

等の改善に関すること 

＜災害応急対策＞ 

① 消防・救急・救助活動を要する状況の把握措置に関すること 

② 消防初動体制措置に関すること 

③ 消防・救急・救助活動措置に関すること 

④ 避難区域の設定措置に関すること 

 

 

 

第３節 県及び県の機関 

県は、県の地域並びに県民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及

び他の地方公共団体の協力を得て、県の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令

に基づきこれを実施するとともに、県内市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関

する事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行う。 

【資料３．１】『災害時連絡窓口と電話番号（４）県等の機関』参照 

 

第１ 埼玉県 

＜平時（予防・事前対策）＞ 

① 防災に関する組織の整備に関すること 

② 防災に関する訓練の実施に関すること 

③ 防災に関する物資及び資材の備蓄、整備及び点検に関すること 

④ 防災に関する施設及び設備の整備及び点検に関すること 

⑤ その他、災害が発生した場合における災害応急対策の実施に支障となるべき状態

等の改善に関すること 

＜災害発生時（応急対策、復旧・復興対策）＞ 

① 警報の発令及び伝達に関すること 

② 消防、水防その他の応急措置に関すること 
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③ 被災者の救難、救助その他の保護に関すること 

④ 被災者の食料等の確保及び輸送に関すること 

⑤ 災害を受けた児童及び生徒の応急教育に関すること 

⑥ 施設及び設備の応急復旧に関すること 

⑦ 清掃、防疫その他の保健衛生措置に関すること 

⑧ 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関すること 

⑨ 緊急輸送の確保に関すること 

⑩ 応急仮設住宅の設置及び被災者住宅に関すること 

⑪ その他、災害の防ぎょ又は拡大防止のための措置に関すること 

 

 

第２ 県の機関 

１ 南西部地域振興センター（県災害対策支部（朝霞支部）） 

① 災害応急対策組織の整備に関すること 

② 災害情報の収集及び報告に関すること 

③ 市町村及び防災関係機関との連絡調整に関すること 

④ 災害現地調査に関すること 

⑤ 災害対策現地報告に関すること 

⑥ 災害応急対策に必要な応援措置に関すること 

 

２ 朝霞県土整備事務所 

① 降水量、水位等の観測通報に関すること 

② 洪水予報及び水防警報の受理並びに通報に関すること 

③ 水防管理団体との連絡指導に関すること 

④ 県管理の河川、道路、橋梁等の被害状況の調査及び応急修理に関すること 

 

３ 朝霞保健所 

① 保健衛生関係の情報収集に関すること 

② 医薬品等の備蓄・調達に関すること 

③ 感染症に係る調査指導及び防疫活動に関すること 

④ 医療機関等の保健医療活動の調整支援 

⑤ 医療救護班の編成・派遣に関すること 

⑥ 動物愛護、特定動物飼養施設に関すること 

⑦ 飲料水・食品の衛生・指導に関すること 

 

４ さいたま農林振興センター 

① 農作物、家畜、農地及び農業用施設の被害状況の調査に関すること 

② 農業災害融資に関すること 

③ 主要農産物の種子及び苗の確保に係る連絡調整に関すること 

④ 農作物病害虫防除対策及び指導に関すること 

⑤ 土地改良施設の災害応急対策に係る指導に関すること 
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５ 南部教育事務所 

① 教育関係の被害状況の調査に関すること 

② 公・私立学校及び施設の災害応急対策及び指導に関すること 

③ 応急教育実施の予定場所の指導に関すること 

④ 教育実施者の確保に関すること 

⑤ 応急教育の方法及び指導に関すること 

⑥ 教科書及び教材等の配給に関すること 

⑦ 指定文化財の保護に関すること 

⑧ 被害地学校の保健指導に関すること 

⑨ 被害地学校の給食指導に関すること 

 

６ 朝霞警察署 

① 災害情報の収集・伝達及び広報に関すること 

② 警告及び避難誘導に関すること 

③ 人命の救助及び負傷者の救護に関すること 

④ 交通秩序の維持に関すること 

⑤ 犯罪の予防検挙に関すること 

⑥ 行方不明者の捜索、検視及び死体の調査に関すること 

⑦ 漂流物の処理に関すること 

⑧ その他、治安維持に必要な措置に関すること 

 

 

 

第４節 指定地方行政機関 

国は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護する使命を有することに鑑

み、組織及び機能のすべてをあげて防災に関し万全の措置を講じる責務を有する。 

（災対法第 3 条第 1 項） 

【資料３．１】『災害時連絡窓口と電話番号（５）国の機関』参照 

 

１ 農林水産省関東農政局 

＜災害予防対策＞ 

① ダム・ため池、頭首工、地すべり防止施設等、防災上重要な施設の点検・整備事

業の実施又は指導に関すること 

＜災害応急対策＞ 

① 管内の農業・農地・農業用施設の被害状況の情報収集及び報告連絡に関すること 

② 飲食料品、油脂、農畜産物、飼料及び種子等の安全供給に関すること 

③ 農作物・蚕・家畜等に係る管理指導及び病害虫の防除に関すること 

④ 営農技術指導、家畜の移動に関すること 

⑤ 災害応急用ポンプ等の貸出しに関すること 

⑥ 応急用食料・物資の支援に関すること 

⑦ 農業水利施設等の被災に起因する二次災害防止対策に関すること 
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⑧ 食品の需給・価格動向や表示等に関すること 

⑨ 関係職員の派遣に関すること 

＜災害復旧対策＞ 

① 農地･農業用施設等の復旧事業に係る災害査定と査定前工事の承認に関すること 

② 災害による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関すること 

 

２ 気象庁東京管区気象台（熊谷地方気象台） 

① 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表に関すること 

② 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に限る)及び水象の

予報及び警報等の防災気象情報の発表、伝達及び解説に関すること 

③ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備に関すること 

④ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言に関すること 

⑤ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発活動に関すること 

 

３ 国土交通省関東地方整備局（荒川上流河川事務所、大宮国道事務所） 

管轄する河川、道路、港湾・空港、官庁施設についての計画、工事及び管理を行うほか

次の事項を行うよう努める。 

＜災害予防対策＞ 

① 震災対策に関すること 

② 危機管理体制の整備に関すること 

③ 災害・防災に関する研究、観測等の推進に関すること 

④ 防災教育等の実施に関すること 

⑤ 防災訓練に関すること 

⑥ 再発防止対策の実施に関すること 

＜災害応急対策＞ 

① 災害発生直後の情報の収集、連絡及び通信の確保に関すること 

② 活動体制の確保に関すること 

③ 災害発生直後の施設の緊急点検に関すること 

④ 災害対策用資機材、復旧資機材等の確保に関すること 

⑤ 災害時における応急工事等の実施に関すること 

⑥ 災害発生時における交通等の確保に関すること 

⑦ 緊急輸送に関すること 

⑧ 二次災害の防止対策に関すること 

⑨ ライフライン施設の応急復旧に関すること 

⑩ 地方公共団体等への支援に関すること 

⑪ 「災害時の情報交換に関する協定」に基づく、「連絡情報員（リエゾン）」の派遣

に関すること 

⑫ 支援要請等による「緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）」の派遣に関す

ること 

⑬ 被災者・被災事業者に対する措置に関すること 

＜災害復旧等＞ 

① 災害復旧の実施に関すること 
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② 都市の復興に関すること 

③ 被災事業者等への支援措置に関すること 

 

４ 埼玉労働局さいたま労働基準監督署 

① 工場、事業場における労働災害の防止に関すること 

② 職業の安定に関すること 

 

 

 

第５節 自衛隊（陸上自衛隊第 1 師団第 32 普通科連隊） 

【資料３．１】『災害時連絡窓口と電話番号（５）国の機関』参照 

＜災害派遣の準備＞ 

① 災害派遣に必要な基礎資料の調査及び収集に関すること 

② 自衛隊災害派遣計画の作成に関すること 

③ 県防災計画と合致した防災訓練の実施 

＜災害派遣の実施＞ 

① 人命、身体又は財産の保護のために緊急に部隊等を派遣して行う必要のある応急

救援又は応急復旧の実施に関すること 

② 災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲与に関すること 

 

 

 

第６節 指定公共機関及び指定地方公共機関 

指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務に係る防災に関する計画を作成し、及

び法令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定による国、都道府県及び市町村

の防災計画の作成及び実施が円滑に行われるように、その業務について、当該都道府県又

は市町村に対し、協力する責務を有する。 

（災対法第 6 条第 1 項）  

【資料３．１】『災害時連絡窓口と電話番号（６）指定公共機関・指定地方公共機関等』参照 

 

１ 東日本電信電話株式会社、ＮＴＴドコモ株式会社 

① 電気通信設備の整備に関すること 

② 災害時における重要通信の確保に関すること 

③ 被災電気通信設備の応急対策及び災害復旧に関すること 

 

２ ＫＤＤＩ株式会社 

① 重要通信の確保に関すること 

② 災害時における電気通信の疎通の確保と被災通信設備等の復旧に関すること 
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３ 東京電力パワーグリッド株式会社（志木支社） 

① 被災電力供給設備の応急対策及び災害復旧に関すること 

② 災害時における電力供給に関すること 

 

４ 日本郵便株式会社（志木郵便局） 

① 郵便事業の業務運行管理及びこれらの施設等の保全に関すること 

② 救助用物資を内容とする郵便物等の料金免除及び災害時における郵便葉書等の無

償交付に関すること 

 

５ 大東ガス株式会社 

① ガス関連施設の災害復旧及び安全確保に関すること 

② ガスの供給の確保に関すること 

 

６ 東武鉄道株式会社（志木駅及び柳瀬川駅） 

① 鉄道施設等の安全保安に関すること 

② 災害時における鉄道車両等による救助物資及び避難者の輸送の協力に関すること 

 

７ （一社）埼玉県トラック協会 

① 災害時におけるトラックによる救助物資等の輸送の協力に関すること 

 

８ （一社）埼玉県ＬＰガス協会 

① ＬＰガス供給施設の安全保安に関すること 

② ＬＰガスの供給の確保に関すること 

③ カセットボンベを含むＬＰガス等の流通在庫による発災時の調達に関すること 

④ 自主防災組織等がＬＰガスを利用して行う炊出訓練の協力に関すること 

 

 

 

第７節 公共的団体その他防災上重要な施設の管理者の役割 

地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定によ

る防災に関する責務を有する者は、法令又は地域防災計画の定めるところにより、誠実に

その責務を果たさなければならない。（災対法第 7条第 1項）  

 

１ 朝霞地区医師会、朝霞地区歯科医師会、朝霞地区薬剤師会 

① 医療及び助産活動の協力に関すること 

② 防疫その他衛生活動の協力に関すること 

③ 災害時における医療救護活動の実施に関すること 

 

２ 志木市社会福祉協議会 

① ボランティアの受け入れに関すること 

② 本部、地区本部、避難所との調整に関すること 
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③ 要配慮者の支援に関すること 

 

３ 志木市商工会 

① 市が行う商工業関係被害調査、融資希望者のとりまとめ、あっせん等の協力に関

すること 

② 災害時における物価安定についての協力に関すること 

③ 救助物資、復旧資材の確保についての協力、あっせんに関すること 

 

４ あさか野農業協同組合（志木支店） 

① 市が行う被害状況調査及び応急対策の協力に関すること 

② 農作物の災害応急対策の指導に関すること 

③ 被災農家に対する融資、あっせんに関すること 

④ 農業生産資材及び農家生活資材の確保、あっせんに関すること 

⑤ 農作物の需給調整に関すること 

 

５ 病院等経営者 

① 避難施設の整備と避難訓練の実施に関すること 

② 被災時の病人等の収容、保護に関すること 

③ 災害時における負傷者の医療と助産救助に関すること 

 

６ 社会福祉施設経営者 

① 避難施設の整備と避難等の訓練に関すること 

② 災害時における収容者の保護に関すること 

 

７ 東武バスウエスト株式会社（新座営業事務所） 

① 災害時における車両等による救助物資及び避難者の輸送の協力に関すること 

 

８ 国際興業株式会社（西浦和営業所） 

① 災害時における車両等による救助物資及び避難者の輸送の協力に関すること 

 

９ 志木市建設業防災協力会 

① 地震・水害等の防ぎょ及び災害復旧に関すること 

② その他防災への協力に関すること 
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第３章 市民、自主防災組織、自警消防隊 

及び事業所の基本的役割 
 

平成 7年（1995 年）兵庫県南部地震（阪神・淡路大震災）、平成 23 年（2011 年）東北地方

太平洋沖地震（東日本大震災）及び平成 28 年（2016 年）熊本地震をはじめとする大規模災

害で得た最も重要な教訓のひとつは、防災活動の基本は、市民一人ひとりが防災についての

知識と行動力を身に付け、「自助（自らの安全は自らが守る）」、「共助（共に協力しあい地域

を守る）」の考え方のもと、すべての災害に対処することが重要であるということである。 

市民は、この原点に立って、日ごろから非常食料などを備蓄し、自主的に災害に備えると

ともに、災害発生時には市及び防災関係機関が行う消火・救援活動等の防災活動に協力しな

ければならない。 

また、事業所等は、防火管理体制の強化や防災訓練の実施等、災害に即応できる防災体制

の充実に努め、事業所内の安全を確保するとともに、地域住民の防災活動に積極的に協力す

るよう努めなければならない（災対法第 7 条：住民等の責務）。 

 

第１節 市民の果たす役割（自助） 

市民が、災害による被害を軽減及び拡大防止するために、平時から実施する事項並びに

災害発生時に実施が必要となる事項は次のとおりである。 

 

平時に 

実施する事項 

 防災に関する知識の習得 

 過去の災害から得られた教訓の伝承 

 地域環境の災害特性の理解と認識 

 家屋等の耐震化の促進 

 家具の転倒防止対策及びガラスの飛散防止対策 

 家屋及びブロック塀等の改修及び住居回りの安全点検・改修 

 火気使用器具等の安全点検と火災予防措置 

 避難所、避難経路の確認 

 飲料水、食料、生活必需品等の備蓄（最低 3日分（推奨 1 週間分）） 

 防災用品、非常持出品の準備 

 震災時の家族間の連絡方法の確認 

 市や県等が実施する防災訓練への参加 

 地震保険への加入 

発災時に 

実施する事項 

 正確な情報の把握及び伝達 

 確実な出火防止措置及び初期消火の実施 

 適切な避難の実施 

 自主防災組織等の組織的な応急復旧活動への参加と協力 
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第２節 自主防災組織、自警消防隊の果たす役割（共助） 

町内会等により組織化された自主防災組織、自警消防隊が、災害による被害を軽減し拡

大を防止するために、平時から実施する事項並びに災害発生時に実施が必要となる事項は

次のとおりである。 

 

平時に 

実施する事項 

 防災に関する知識の普及・啓発 

 地区内の危険箇所の把握 

 避難所、避難路の確認 

 地区内の要配慮者の把握 

 初期消火訓練の実施 

 水防訓練の実施 

 避難誘導訓練の実施 

 救援救護訓練の実施 

 地元商店街等との連携 

 防災資機材の備蓄、管理 

発災時に 

実施する事項 

 対策本部の設置、運営及び各班との連絡調整 

 火災の初期消火と災害対策本部及び関係機関への連絡 

 人員の確認、地域住民の避難誘導 

 要配慮者の安否確認、避難誘導及び安全確保 

 負傷者の救護、医療機関との連携 

 避難所開設への協力 

 避難所運営への積極的な協力 

 被害状況、災害情報の収集・報告・広報 

 救援物資の受入れ、配分 

 食料、飲料水の調達、配分 

 防災資機材の活用 

 

 

 

第３節 事業所の果たす役割 

市内で活動する事業所は、災害時の事業所の果たす役割（生命の安全確保、二次災害の

防止、事業の継続、地域貢献・地域との共生）を十分に認識し、各企業において災害時に

重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定するように努めるとともに、防

災体制の整備、飲食物・物資等の備蓄、防災訓練の実施、事業所の耐震化、予想被害から

の復旧計画策定、各計画の点検・見直し等を実施するなどの防災活動の推進に努めるもの

とする。 

また事業所は、各事業所が属する地域における防災力の向上を図るため、自主防災組織

等の地域住民と共同し、防災訓練の実施や要配慮者の避難支援体制への協力等、自発的な

防災活動の推進に努めるものとする。 
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平時に 

実施する事項 

 防災責任者の育成 

 建築物の耐震化等による安全性の確保 

 建築物の風水害対策 

 施設、設備の安全管理 

 防災訓練の実施 

 従業員に対する防災知識の普及 

 自衛消防隊及び自衛水防組織の結成 

 防災計画（危険物対策､初期消火､救助､避難誘導、帰宅困難者対策等）

や浸水防止計画の作成 

 災害時に重要業務を継続するための事業継続計画（ＢＣＰ）の策定 

 企業の持つ人的・物的資源の活用方法の検討、協力体制の確立 

（避難場所の提供、救助活動用の資機材の提供、人的支援など） 

 地域防災活動への参加、協力 

 防災資機材の備蓄と管理 

 飲料水、食料、生活必需品等の備蓄 

 広告、外装材等の落下防止 

発災時に 

実施する事項 

 正確な情報の把握及び伝達 

 出火防止措置、初期消火の実施 

 従業員、利用者等の避難誘導 

 応急救助・救護 

 ボランティア活動への支援 

 帰宅困難な従業員への支援 

 重要業務の継続及びそのために必要な措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

《参考》 

◆「埼玉県震災予防のまちづくり条例」（平成14年3月29日公布） 

（事業者の責務） 

第４条 事業者は、地震に備え、その事業所の従業員その他その事業

所に存する者の安全を確保するため、当該事業所の施設及び設備の

耐震性を確保するとともに、当該事業所における初期消火、救助、

避難誘導等の体制を整備するよう努めなければならない。  
２ 事業者は、地震に備え、その事業所の周辺地域における被害を軽

減するため、当該周辺地域の住民等と連携し、及び協力するととも

に、その事業活動に当たっては、社会的責任を自覚し、震災の予防

に寄与するよう努めなければならない。 
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第４章 志木市の防災環境 
 

第１節 自然的条件 

 

１ 地形 

本市の地形は、東北部の荒川とその支流の新河岸川とに挟まれる低地、南西部の志木駅

周辺の武蔵野台地、台地の侵食により形成された柳瀬川沿いの低地の 3つに大別される。 

 

（１）荒川低地 

荒川沿いの低地は、志木市付近では標高が 5ｍ前後であり、自然堤防、氾濫平野、盛

土地等の微地形（台地や氾濫平野、自然堤防等、主として風水害等により形成される地

形）が見られる。 

この荒川低地は、志木市内の微地形や最近の水害からみて、荒川堤外地、新河岸川の

旧堤防の堤外地、荒川堤防と新河岸川の旧堤防とに挟まれる堤内地の 3つに細分できる。 

 

（２）武蔵野台地 

志木市南西部には標高 10ｍ～20ｍの台地がある。この台地は古多摩川の扇状地として

つくられたものであり、北側に緩く傾斜しており、武蔵野台地と呼ばれている。荒川低

地及び後述の柳瀬川低地とは、崖線数ｍの崖又は斜面になっている。武蔵野台地は、水

害の危険性の小さい安全な台地である。その中にあって、台地上の表流水の集中によっ

て谷底平野や浅い谷が部分的に形成されている。 

台地周縁部は、柳瀬川や新河岸川の侵食によって形成された崖となっており、南側ほ

ど高低差が大きく、傾斜もやや急になっている。現在、自然の崖は少なく、人工改変に

より切土・盛土がなされ階段状の地形となっている。 

 

（３）柳瀬川低地 

柳瀬川低地は、武蔵野台地が柳瀬川によって侵食されてできた氾濫平野である。現在、

志木市側の低地は、氾濫平野上に盛土して住宅団地として利用されている。富士見市と

の市界の一部は、柳瀬川を横断する形で設定されているが、昭和 36 年撮影の空中写真を

見ると、市境がかつての柳瀬川の流路であることがわかる。また、現在の川幅は 30ｍ前

後あり、昭和 36 年頃より川幅（堤外地）が拡幅されている。 

 

２ 地質 

本市の表層地質を、武蔵野台地、谷底低地、氾濫低地及び自然堤防に分けて示す。 

 

（１）武蔵野台地 

台地面は、関東ローム層と呼ばれる火山灰土で覆われている。関東ローム層は、上部

のローム土（赤土）と下部の凝灰質粘土に大別される。台地と低地の境は、台地面と同

様に安定した地盤となっている場所もあるが、後背地から浸透してくる雨水や地下水の

影響で地盤の軟弱化や雨洗によって台地側から運ばれて再堆積した軟弱土が分布する。 
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（２）谷底低地 

台地部が小さい河川などによって削られて形成された低地で、台地部の間に樹枝状に

分布している。台地を形成していた土砂が再堆積した土や有機質土（腐植土）などが分

布しており、非常に軟弱な地盤となっている。 

 

（３）氾濫低地 

荒川、新河岸川及び柳瀬川流域に広く分布する標高の低い平坦面であり、地下水位が

高く、軟弱な粘土やシルトが厚く分布しているため、長期的な沈下（圧密沈下）が問題

になる場所が多く、地震により液状化しやすい場所である。 

 

（４）自然堤防 

周囲の氾濫低地や海岸低地と比べ海抜高度がわずかに高く、河川に沿って帯状に分布

している。河川によって運搬された砂や砂礫が浅い深度から分布しているため、河川の

氾濫と蛇行により自然堤防の上に新たな軟弱な粘性土や緩い砂が堆積している地域を除

き、住宅地盤としては比較的良好な場合が多い。 

 

３ 活断層 

県内の活断層で発生したとみられる地震は、昭和 6 年の西埼玉地震が挙げられるが、地

震断層の出現は確認されておらず、どの活断層が活動したかは特定されていない。 

活断層の活動の度合いをＡ級（千年当たりの変位量が 1ｍ以上 10ｍ未満）、Ｂ級（千年当

たり 10cｍ以上 1ｍ未満）、Ｃ級（千年当たり 1cｍ以上 10cｍ未満）と区分することが多い

が、県内には最も活動度が高いＡ級の活断層はなく、すべてＢ級ないしＣ級と推定されて

おり、これらの活断層の活動間隔は数千年のオーダーと考えられている。 

なお、政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会は、地震の発生規模が大きく、社会

的・経済的影響が大きいと考えられる全国の主要な 98 の断層帯について、震源断層の位置

や形状を調査し、その結果を長期評価として公表している。 

埼玉県及びその周辺の活断層の位置図及び評価の概要は、次のとおりである。 
 

■埼玉県の活断層 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典）「埼玉県地域防災計画（資料編）」（令和 3年 3月、埼玉県防災会議） 
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■地震調査研究推進本部が公表した埼玉県内の断層帯の評価の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）「埼玉県地域防災計画（資料編）」（令和 3年 3月、埼玉県防災会議） 

 

４ 河川 

本市を流れる河川は、本市とさいたま市との境界を流れる荒川水系の本流である一級河

川の荒川、富士見市から本市の中央を横断するように朝霞市へ流下し隅田川に合流する一

級河川の新河岸川、本市と三芳町及び富士見市との境界を流下し、本市域で新河岸川に合

流する一級河川の柳瀬川がある。 

荒川は、その源を埼玉県秩父山地の甲武信ヶ岳に発し、大洞川、中津川、赤平川等を合

わせ、秩父盆地を東流し、埼玉県中央部の平野を流下し、市野川、入間川等の支川を合わ

せ、本市とさいたま市の境界を流下し、その後東京都において隅田川を分派して東京湾に

注いでいる。流域面積は 2,940 ㎢、流路延長は 173 ㎞で、このうち埼玉県では 2,500 ㎢で、

埼玉県全体面積の 66％、東京都は 440 ㎢で、東京都全面積の 20％を占めている。 

新河岸川は、川越の旧市街地を最上流にもち、川越市など埼玉県の南西部から、本市役

所先で柳瀬川を合流し、途中黒目川や白子川等の支流を集めて東京都板橋区の荒川低地を

流下し、北区志茂で隅田川に合流する。 

新河岸川流域は、昭和 30 年代より急激に都市化が進展し、それまで山林や畑地に浸透し

ていた雨水が、地表面を流れて河川に一気に流入することによる水害が、多発するように

なった。近年は河川整備により、大規模な水害が発生することは少なくなったが、一部地

域では浸水の可能性が残されている。 

柳瀬川は、東京都瑞穂町及び埼玉県入間市に位置する狭山湖水道用地内の大沢・金堀沢

に源を発し、狭山湖を経た後ほぼ都県境に沿って北東へ流れ、東京都清瀬市下宿で清瀬水

再生センターの放流を受け入れ、本市域内で新河岸川に合流する。以前は、流域の生活雑

排水で汚れた川となっていたが、下水道の普及やボランティアの清掃活動による効果によ

り清流が戻りつつある。 

 

５ 気象 

本市の最寄りの気象観測所であるアメダス所沢観測所において観測された降水量、気温

及び風向風速について、観測史上上位 5位までの観測値は、次のとおりである。 

降水量について、日降水量の最大値は、令和元年（2019 年）10 月 12 日の台風第 19 号に

より記録した 342.0mm である。1 時間降水量の最大値は、平成 28 年（2016 年）8 月 22 日

の台風第 9号により記録した 76.5mm であるが、所沢観測所は、本市域を流れる柳瀬川の上
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流域に位置しており、本市ではこのときの豪雨により浸水被害が発生している（このとき

に記録した降水量については、表中に灰色で示してある。）。また、年降水量の最大値は、

平成 10 年（1998 年）の 2,159mm、最小値は昭和 53 年（1978 年）の 802mm である。 

気温について、日最高気温の最高値は、平成 30年（2018 年）7月 23 日に記録した 39.8℃、

日最低気温の最低値は、平成 13 年（2001 年）1 月 15 日に記録した-7.8℃である。 

風向・風速については、日最大風向・風速の最大値は、令和元年（2019 年）9 月 9 日に

記録した北北西の風 17.6m/s、日最大瞬間風向・風速の最大値は、平成 30 年（2018 年）10

月 1 日に記録した南南西の風 32.4m/s である。 

 

■【アメダス所沢観測所】観測史上 1～5位の値（年間を通じての値） 

順位 

要素名 
1 位 2 位 3 位 4 位 5 位 

統計 

期間 

日降水量 

(mm) 

342.0 

(令 1.10.12) 

255 

(平 11.8.14) 

224 

(平 10.8.28) 

208.0 

(平 28.8.22) 

192 

(昭 57.9.12) 

昭 51.4 

令 4.8 

日最大 10 分間降水量 

(mm) 

24.5 

(平 22.8.18) 

20.5 

(平 29.7.25) 

19.5 

(平 25.9.4) 

18.0 

(平 21.8.7) 

17.5 

(平 25.7.23) 

平 20.3 

令 4.8 

日最大 1時間降水量 

(mm) 

76.5 

(平 28.8.22) 

75 

(平 4.7.15) 

67.5 

(平 22.7.5) 

67.0 

(平 22.8.18) 

64.0 

(平 22.6.29) 

昭 51.4 

令 4.8 

年降水量の 

多い方から(mm) 

2159 

(平 10) 

2060 

(平 3) 

1987.5 

(令 1) 

1817.0 

(平 20) 

1799 

(平 1) 

昭 51 

令 3 

年降水量の 

少ない方から(mm) 

802 

(昭 53) 

860 

(昭 59) 

1051 

(昭 62) 

1066 

(平 8) 

1104 

(平 7) 

昭 51 

令 3 

日最高気温の 

高い方から(℃) 

39.8 

(平 30.7.23) 

39.6 

(平 9.7.6) 

39.0 

(平 9.7.5) 

38.7 

(平 19.8.16) 

38.6 

(令 4.8.2) 

昭 52.12 

令 4.8 

日最低気温の 

低い方から(℃) 

-7.8 

(平 13.1.15) 

-6.7 

(平 13.1.16) 

-6.6 

(昭 59.2.7) 

-6.5 

(平 13.1.17) 

-6.4 

(平 30.1．25) 

昭 52.12 

令 4.8 

日最大風速・風向 

(m/s) 

17.6 北北西

(令 1.9.9) 

16.4 南(平

30.10.1) 

16 北北西 

(平 8.9.22) 

15.9 北 

(平

29.10.23) 

15.8 北西

(令 1.10.12) 

昭 52.12 

令 4.8 

日最大瞬間風速・風向 

(m/s) 

32.4 南南西

(平 30.10.1) 

29.7 北西

(令 1.10.12) 

29.4 南東

(平

30.9.30)) 

28.8 南(平

23.9.21) 

28.4 北西 

(令 1.9.9) 

平 20.3 

令 4.8 

注）所沢観測所（埼玉県所沢市勝楽寺、(昭 50.6.11)昭 52.12.21 観測開始） 
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第２節 社会的条件 

１  人口 

（１）人口等の推移 

本市の人口は、昭和 35 年から平成 2 年までは順調に増加し、その後、平成 12 年まで

はほぼ横ばい傾向にあったものの、最近 20 年ははっきりとした増加傾向を示している。 

それに対し世帯数は、昭和 35 年から現在に至るまで順調に増加している。 

本市における令和 2 年の人口は 75,377 人、世帯数は 32,677 世帯となっている。 

 

■人口・世帯数の推移表             ［国勢調査、各年 10 月１日現在］ 

年    次 世  帯（世帯） 
人     口（人） 

男 女 合  計 

昭和 25 年 1,926 4,860 5,006 9,866 

昭和 30 年 2,091 5,254 5,427 10,681 

昭和 35 年 2,599 6,090 6,224 12,314 

昭和 40 年 5,140 10,500 10,072 20,572 

昭和 45 年 8,817 16,292 15,755 32,047 

昭和 50 年 12,713 22,211 21,337 43,548 

昭和 55 年 15,847 26,110 24,815 50,925 

昭和 60 年 18,679 30,152 28,783 58,935 

平成 2年 21,766 32,506 30,985 63,491 

平成 7年 23,435 32,918 31,512 64,430 

平成 12 年 25,040 33,043 32,033 65,076 

平成 17 年 26,993 33,990 33,458 67,448 

平成 22 年 28,433 34,877 34,734 69,611 

平成 27 年 30,607 35,998 36,678 72,676 

令和 2年 32,677 36,943 38,434 75,377 
 

■人口・世帯数の推移図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年齢別人口 

本市の年齢別人口は、年少人口が9,772人でその割合は12.8％、生産年齢人口が47,694

人でその割合は 62.4％、老年人口が 18,943 人でその割合は、24.8％であり、人口の約 4

人に 1人が 65 歳以上となっている。 

また、災害時に特に配慮が必要と考えられる 75 歳以上の人口は、10,201 人で、その
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割合は 13.4％となっている。 

■年齢別人口                 ［住民基本台帳、令和 4 年 8 月 1 日現在］ 

区  分 総数（人） 構成比（％） 男（人） 女（人） 

年少人口 0～14 歳 9,772 12.8 5,048 4,724 

生産年齢人口 15～64 歳 47,694 62.4 24,465 23,229 

老年人口 
65 歳以上 8,742 11.4 4,064 4,678 

(75 歳以上) 10,201 13.4 4,210 5,991 

合  計 76,409 100.0 37,787 38,622 

 

（３）市外への就業・通学者数 

首都圏において昼間の時間帯で大規模な地震が発生した場合、市外へ従業・通学する

者は、従業地・通学地で帰宅困難になる可能性がある。 

本市から市外への就業者及び通学者の総数は 27,091 人で、うち県内が 12,301 人、県

外へは 14,790 人となっている。県外に従業・通学するもののほとんどは都内への就業者

及び通学者で 14,044 人となっている。 

 

■本市からの就業者数及び通学者数（15 歳以上） 

区分 計 就業者 通学者 

当地に常住する就業者・通学者 37,245 34,078 3,167 

  

自市で従業・通学 9,425 8,902 523 

他市区市町村で従業・通学 27,091 24,522 2,569 

  

県 内 12,301 10,906 1,395 

 

新座市 2,265 2,077 188 

朝霞市 2,089 2,001 88 

さいたま市 1,452 1,206 246 

川越市 1,071 794 277 

富士見市 807 757 50 

和光市 790 745 45 

三芳町 577 569 8 

所沢市 556 511 45 

その他 2,694 2,246 448 

県 外 14,790 13,616 1,174 

  
東京都 14,044 12,971 1,073 

その他 746 645 101 

注 1) 従業地・通学市区町村「不詳・外国」を含む。 

注 2) 他市区町村に従業・通学で、従業地・通学地「不詳」を含む。 

資料）総務省統計局 ｢国勢調査報告｣（令和 2年 10 月 1 日現在） 

 

（４）昼夜別人口 

首都圏において昼間の時間帯で大規模な地震が発生した場合、本市に市外から従業・

通学する者は、帰宅困難になり最寄りの駅前などで滞留者となる可能性がある。対象と

なりうる市外からの流入人口は、11,376 人である。 

本市の常住人口（夜間人口）は 75,346 人であり、昼間人口は 59,930 人となっており、
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常住人口に比べ 15,416 人少ない。 

■昼夜別人口                   [国勢調査、令和 2年 10 月 1 日現在] 

昼間人口 

(人) 

夜間人口 

(人) 

流入人口 

(人) 

流出人口 

(人) 

昼夜間人口比率

(％) 

59,930 75,346 11,376 26,792 79.5 

注 1）従業・通学市区町村「不詳・外国」を含む。 

注 2）通勤者は、15 歳以上のみ。通学者は 15 歳未満を含む。 

 

（５）要配慮者 

ア 高齢者 

令和 3年 8月 1日現在の本市の高齢者人口（65 歳以上）は、18,943 人で高齢者人口

比率は、24.8％で全国平均、県平均ともに下回っているが、人口の高齢化とともに要

援護高齢者の絶対数は、増加していくものと推測される。 

イ 乳幼児 

令和 3 年 4 月 1 日現在、本市の乳幼児数は、3,894 人（全体の 5.09％）であり、そ

のうち、管内の保育園への入園は 1,489 人、幼稚園への入園は 299 人となっている。 

ウ 障がい者 

令和 4 年 3 月末現在、障がい者手帳の交付を受けている人は、3,011 人で、知的障

がい者（児）として療育手帳の交付を受けている人は 482 人、精神障がい者として精

神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人は 737 人、身体障害者手帳の交付を受け

ている人は 1,897 人である。 

エ 外国人 

外国人の人口は、令和 3 年 3月 31 日現在で 1,989 人となっている。国籍別では中国

が 724 人で最も多く、次いでベトナム 404 人、フィリピン 215 人等となっている。 

 

２ 建物 

建築基準法は、昭和 46 年に十勝沖地震（昭和 43 年）を教訓に見直しが行われ、より高

い安全性を求めて基準を補足し修正された。さらに、昭和 56 年に宮城県沖地震（昭和 53

年）を教訓に、新耐震設計法が抜本的に見直され、震度６強から震度７程度の揺れに対し

ては、人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じないことを目標として耐震設計基準

が大幅に改正された。新耐震基準の有効性は、平成 7 年に発生し震度７の激震が適用され

た阪神・淡路大震災でおおむね確認されたが、昭和 56 年以降に建てられた建物にも一部被

害は認められた。その後、平成 12 年にも建築基準法が改正され、部材接合部の金具や壁の

バランスよい配置などに関する規定を追加して耐震基準（新・新耐震基準）が強化された。 

しかし、同一地震、同一地域で震度７の揺れを 2回記録した平成 28 年熊本地震では、新・

新耐震基準を満足している建物でも全壊しているが、同法の耐震基準は、震度６強から震

度７の揺れでも倒壊しない水準を求めているが、強い揺れに 2 度襲われることは想定され

ていない。 

そのため、平成 28 年熊本地震の教訓を受け、国（国土交通省）では、建築基準のあり方

も含めて建物の耐震性の確保・向上方策について検討を行っている。 

平成 30 年住宅・土地統計調査による本市の住宅棟数は、平成 30 年 10 月 1 日現在、全部

で 32,150 棟あり、昭和 55 年以前に建築された住宅は 4,410 棟で全体の約 13.7％を占めて
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いる。なかでも昭和 45 年以前に建築された住宅は 890 棟で全体の約 2.7％となっている。 

本市の住宅について、建築時期別、構造別、建て方別に集計した結果を次に示す。なお、

耐震性能不足が懸念される建物は、昭和 56 年以前に建築されたものである。 

■建築時期別、建物構造別住宅棟数            [平成 30 年 10 月 1日現在] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■本市の建築時期別、構造別、建て方別住宅数          [平成 30 年 10 月 1 日現在] 

区 分 総数 一戸建 長屋建 

共同住宅 

総数 
1～2 

階建 

3～5 

階建 

6～10 

階建 

11 階建 

以上 

＜住宅総数＞  32,150  12,120  620 19,400 5,020 6,400 4,110 3,870 

昭和 45 年以前  890  760  - 130 70 60 10 - 

昭和 46 年 ～ 55 年  3,520  2,070  30 1,410 120 440 550 300 

昭和 56 年 ～ 平成 2年  6,620  1,610  30 4,980 650 1,730 1,280 1,320 

平成 3年  ～ 12 年  6,120  2,170 50 3,900 1,010 1,390 1,310 190 

平成 13 年 ～ 22 年  6,380  2,540  100 3,740 990 900 630 1,220 

平成 19 年 ～ 27 年  3,250  1,180  100 1,970 510 660 20 780 

平成 28 年 ～ 30 年 9 月  1,980  590  60 1,340 610 630 50 50 

＜木造（防火木造含む）＞  15,760  11,450  570  3,710  3,550  160 - - 

昭和 45 年以前  780  730  -  50  50 - - - 

昭和 46 年 ～ 55 年 2,150  2,020  30  100  100 - - - 

昭和 56 年 ～ 平成 2年  1,790 1,470  10  310  300  10 - - 

平成 3年  ～ 12 年  2,830  2,010 40  770  740 30 - - 

平成 13 年 ～ 22 年  3,310  2,420  90  800  760 40 - - 

平成 19 年 ～ 27 年  1,510  1,100  100  310  310 - - - 

平成 28 年 ～ 30 年 9 月  1,110  530  60  530  470 60 - - 

＜非木造＞  16,390  660 50  15,690  1,470  6,240  4,110  3,870 

昭和 45 年以前  110  30 -  80 10  60 10 - 

昭和 46 年 ～ 55 年  1,370  60 -  1,310  20  440  550  300 

昭和 56 年 ～ 平成 2年  4,830  140 20  4,680  350  1,720  1,280  1,320 

平成 3年  ～ 12 年  3,290  160 10  3,130  270  1,360  1,310  190 

平成 13 年 ～ 22 年  3,070  120 10  2,940  230  860  630  1,220 

平成 19 年 ～ 27 年  1,740  80 10  1,650  200  660  20  780 

平成 28 年 ～ 30 年 9 月  860  60 -  810  140 570  50 50 

注 1）「共同住宅」は複数の住戸が階を重ねて集合して 1棟を構成する形式のものをいい、「長屋」とは

全住戸が敷地から建築物内を介さずに直接出入りする形式をいう。 

注 2）各欄の住宅数は、数字を丸め概数としているため総数と一致しないことがある。 

資料）総務省統計局「平成 30 年住宅・土地統計調査報告」 
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３ 交通 

（１）公共交通 

本市の鉄道路線は、市の西部を東武東上線が通っており、志木駅、柳瀬川駅が設けら

れ、有楽町線、副都心線、東急東横線の相互乗入もあり、交通の利便性は高い。 

なお、志木駅は、志木市、新座市、朝霞市の 3 市の境界に近い位置に立地し、駅舎の

大半は新座市にあり、所在地としての住所も新座市にあるが、東口の出口付近から東口

バスターミナルにかけては志木市である。 

志木駅の令和 3年度の 1日平均乗降人員数は、83,802 人であるが、東上線では池袋駅、

和光市駅、朝霞台駅、川越駅に次ぐ第 5 位となっている。東武鉄道全駅中、他線への乗

り換えがない単独駅としては、乗降人員が最も多い駅である。 

また、柳瀬川駅の令和 3年度の 1日平均乗降人員数の推移は、16,444 人となっている。 

 

■1日平均乗降人員数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典）「埼玉県統計年鑑」 

 

（２）道路交通 

本市の主な道路は、市内を南から東へと抜ける主要地方道さいたま東村山線、南から

北へと抜ける主要地方道保谷志木線、この保谷志木線と市域の北側で交差し富士見市で

国道 254 号と合流する国道 463 号がある。 

また、一般県道として一般県道和光志木線、一般県道川越新座線などが整備されてお

り、比較的交通の便は良い。 

この中で、国道 463 号、主要地方道保谷志木線、主要地方道さいたま東村山線及び一

般県道和光志木線が、県指定の緊急輸送道路に指定されている（道路位置図は、「（１）

県指定の緊急輸送道路」（震災対策編 P54）参照）。 

 

４ 土地利用 

（１）土地利用の変遷 

本市の土地利用は宅地が主である。本町等台地上の地区は古くから宅地として利用さ

れてきた。また、昭和 40 年代以降は荒川と新河岸川に挟まれた宗岡地区や柳瀬川沿いの

幸町・館地区及び柏町地区で農地から宅地への転換が盛んに行われている。 

宗岡地区の荒川堤外地には水田がかたまって分布している。柏町等台地上には畑が分
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布しているが、規模は小さなものが多い。山林は、台地と低地の境をなす段丘崖に見ら

れるのみで、大きな広がりを持たない。 

 

■地目別面積の推移                [各年 1月 1日現在（単位：㎡）] 

地目 平成 27 年 平成 28 年 平成 29 年 平成 30 年 令和 1年 令和 2年 令和 3年 

宅 地 3,751,781 3,760,282 3,782,916 3,795,459 3,814,566 3,815,944 3,832,345 

田 720,397 705,348 691,737 684,806 676,582 669,752 664,021 

畑 438,095 429,696 424,709 412,818 406,847 404,885 396,182 

山 林 4,364 4,411 4,411 4,173 4,036 4,036 4,794 

原 野 5,293 5,454 5,454 5,454 5,292 5,293 5,293 

池  沼 0 0 0 0 0 0 0 

雑種地 191,630 223,908 203,357 190,656 185,422 191,630 182,327 

その他 3,898,718 3,920,901 3,937,416 3,956,634 3,957,255 3,958,460 3,965,038 

資料）総務省「固定資産の価格等の概要調書」 

 

（２）地域区分及び用途地域等 

本市の市街化区域と市街化調整区域の割合は、70.8％と 29.2％である。 

 

■用途別面積                      [令和 4年 3月 31 日現在] 

用 途 地 域 面 積（ha） 構 成 比（％） 

総都市計画区域面積 905.0 100.0 

 市街化区域 641.0 70.8 

 第１種低層住居専用地域  38.0  4.2 

第１種中高層住居専用地域 347.9 38.4 

第１種住居地域 106.6 11.8 

第２種住居地域  36.8  4.1 

近隣商業地域   9.0  1.0 

商業地域  13.0  1.4 

準工業地域  89.7  9.9 

市街化調整区域 264.0 29.2 

    資料）「志木都市計画」より 
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